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第５回京都市同和行政終結後の行政の在り方総点検委員会議事録 

平成２０年８月６日（水）１３：３０～１５：３０ 

 

 

【事務局】 お待たせいたしました。それでは，ただいまから第５回京都市同和行政終結

後の行政の在り方総点検委員会を開催させていただきます。 

 委員の皆様方には，大変お忙しい中，またお暑い中，ご出席賜りまして誠にあ

りがとうございます。 

 本日の委員会では，自立促進援助金制度の見直しについて，中間報告に向けた

まとめをいただくとともに，「コミュニティセンターの在り方」，「改良住宅の管

理・運営及び建て替えの在り方」についてという新しい検討項目についてご議論

をお願いしたいと考えております。大変盛りだくさんのテーマとなっております

が，各委員におかれましては，改めてよろしくお願いしたいと思います。 

 それでは，議事進行につきましては新川委員長にお願いしたいと思います。ど

うぞよろしくお願いいたします。 

【新川】 それでは，第５回目になりましたけれども，総点検委員会を進めさせていただ

きます。本日の議事次第に従いまして，以下進めさせていただきたいと思います。 

 まず，１つ目の議題，「自立促進援助金制度の見直しについて」でございます。

前回，おおよそ大きな方向については委員会としてのご結論をいただきました。

まず，自立促進援助金制度につきましては廃止をするということ，その上で返還

免除制度の創設をする，この２点につきまして委員会として合意をいただいたと

ころでございます。 

 ただ，原則論はそうだったのですけれども，細部につきましては幾つかご意見

をいただき，委員会としての結論を得ることができませんでした。そこで，改め

て研究会を開かせていただきまして，論点の整理をさせていただきました。これ

について今日はまずご紹介を申し上げ，その上でご意見をいただいて，一定取り

まとめの方向について，委員の皆様方からご意見を賜っていければというふうに

思っております。 

 お手元の資料１をご覧いただければと思います。次第をめくっていただいたと

ころにございますけれども，第３回法的課題整理等研究会の論点整理でございま
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す。 

 まず１番目に，自立促進援助金制度の廃止の時期ということについて。不利益

不遡及の原則からすれば異例ではありますが，自立促進援助金の執行を停止した

平成１９年度分から廃止するべきであるというのが１つ目でございます。 

 加えて，この遡及廃止に伴いまして予測外の不利益が生じるおそれがございま

すので，これについては一定，限定的な救済措置等の配慮を検討してはどうかと

いう整理でございます。 

 大きな２つ目は，奨学金の返還困難者に対する返還免除制度の創設について。

これも原則論は既にご同意をいただいているところでございます。自立促進援助

金制度廃止に伴い，奨学金返還困難者に対する返還免除制度を創設すべきである

という方向でございます。 

 加えて，返還免除の手続につきましては，国奨学金制度における手続に準ずる

こととし，原則として，借受者の申請に基づく手続とすることが適当であると整

理をさせていただいております。 

 ３番目，長期間自立促進援助金を支給されている借受者に対する対応について

ということでございます。奨学金が貸付制度であることから，すべての借受者に

対して返還を求めることが大原則であるというのがまず大きな整理でございます。

借受者の負担とすることは大変苦しい選択ではありますが，健康状態，世帯の状

況，生活など，総合的に考慮をし，皆が納得できる減免基準を設けて対応しては

どうかという条件を付してございます。 

 また，平成１２年度以前からの自立促進援助金支給分について，これは裁判で

もございましたが，違法とは言い難いとした上で，行政機関の裁量により行政運

営が長期間にわたり積み重ねられてきた場合に，行政は自ら設定した裁量基準を

尊重すべきであり，これに自ら拘束され，裁量の幅が収縮すると解すべき場合も

あると。実質的に，平成１３年度新規自立促進援助金の支給者を対象にして判断

をされた京都市の裁量が裁量権の範囲を逸脱したという，そういう判断をされた

確定判決がございまして，それと異なる奨学金の返還を求める理屈付けが困難で

はないかというのがここでの論点でございました。 

 大きな４つ目は，奨学金の返還免除基準についてでございます。基本にありま

すのは，国奨学金の返還免除基準としてはどうかということであります。これに
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ついては，およそこれまでもご議論いただいてきたところでございます。 

 なお，予測外の不利益が生じる者への配慮や免除の在り方については，一部免

除や猶予も考えられるのではないか。これはいろいろご意見をいただいておりま

したところでございました。まず，こういうふうに研究会では整理をさせていた

だきました。 

 ご覧いただいておわかりのとおり，１番目の自立促進援助金制度廃止というこ

と，それから廃止の時期については，おおよそ研究会でも論点を整理させていた

だき，こういう結論になってございます。 

 また，２番目の返還免除制度の創設につきましても，およそ委員の皆様方のご

意向に従って，こうした新たな制度創設についての方針を出させていただいてい

るところでございます。 

 若干議論がございましたのは，３番目の，どの範囲の借受者の方々について返

還を求めるかという点でございました。これは，平成１６年度以降について検討

してはどうかという，そういうご意見も前回の総点検委員会でいただいていたと

ころでもございます。このあたりについては，債権債務の存在ということを前提

に考えればやはりすべての方に返還を求めるのが大原則である，こういう考え方

もあるのですが，またもう一方では，確定判決として，平成１３年度からの自立

促進援助金の新規受給者の方々について裁判所も裁量権の逸脱があるというふう

な判断をされておられますので，これをどういうふうに受けとめるかということ

が論点になりました。このあたり，この後，委員の方々からもお考えをいただけ

ればというふうに思っております。 

 なお，返還免除基準につきましては，前回の総点検委員会でも，やはり一定配

慮が必要だということで，免除の在り方についても少し柔軟な措置を考えてはど

うかということで研究会でも論点整理をさせていただいているところであります。 

 以上の研究会での論点整理につきまして，ご質問，またご意見をいただいてま

いれればというふうに考えております。 

 それでは，ご意見をいただく前に，恐縮でありますけれども，本日ご欠席の細

田委員，それから渡部委員からご意見を頂戴いたしておりますので，コメントを

ご紹介させていただいて，また各委員さんからご意見をいただければと思います。 

 細田委員からは，前回の総点検委員会でもご意見がございましたけれども，平
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成１５年度までは市が「貸与を受けた方に負担のかからないようにします」と文

書に明記してきたことも踏まえれば，所得判定を導入すると改めた平成１６年度

以降の貸与者に限って，今後，将来返還を求めていくべき，こういうご意見を頂

戴しております。これは前回のご意見と同様でございます。 

 また渡部委員からは，貸し付けた時から相当の年月も経っていて，本人の意思

が確認できないようなことも考えられ，柔軟な対応が必要であると，こういうご

意見をいただいております。長期間の貸付ということについて，一定配慮という

ことでありましょうか。こういう２つのご意見をいただいております。 

 今日は，一定，当総点検委員会としてのある程度の方向を出させていただきた

いと思っております。ご意見をいただければと思いますが，いかがでしょうか。 

【山本】 質問でもよろしいでしょうか。 

【新川】 はい，どうぞ。質問，結構でございます。 

【山本】 遡及廃止による予想外の不利益ですね。予想外の不利益が生じる者に対して限

定的な救済措置等の配慮。「予想外の」というのは，例えばどんなことでございま

すか。 

【新川】 一応想定をしましたのは，平成１９年度から自立促進援助金の支給を停止して

おります。現在，２０年度になります。これは，仮にですが，返還の請求をする

とすると，１９年度，２０年度，場合によっては２１年度まで含めて，非常に多

くの金額が一度に請求をされる可能性もあるというようなこともちょっと考えて

みました。それが１つございます。また，もちろん従来からの分もありまして，

まさか返還を請求されるとは思っていなかったというようなことも当然あるかと

思いますが，事務局のほうで，もし予測外ということで何かそのほかございまし

たら補足をいただけるとありがたいんですが，いかがでしょうか。 

【事務局】 １９年度分につきましては，一部，１６年度以降，先ほどご意見をいただい

ていますけれども，所得判定をしておりまして，所得の判定の結果，下回った方

については自立促進援助金を給付するというお約束をしております。そのことか

らすると不利益の遡及になるということが予測外という１つの事例になると考え

られます。 

【新川】 ありがとうございました。 

 どうぞ。 
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【山本】 ３の中の「・」の２つ目の「総合的に考慮して，みんなが納得できる減免基準

を設けて対応する」。みんなが納得できる減免基準というのは，そんなんできるん

ですか。文章としてはわかるんですけれど，例えばイメージとして……。 

【新川】 具体的には，やはり，実際にそういう方がいらっしゃるかどうかわかりません

が，普通の市民の方がご覧になってご理解をいただけるような，そういう基準と

いうふうな意味で使わせていただいておりました。つまり特定の立場ということ

ではなくて，中立的な位置にいらっしゃる方でもこの問題の一定利益関係をご理

解いただければ，減免基準としてはそういう基準が妥当だなというふうに感じて

いただける，そういう基準を想定しておりました。なかなかそんな人はいないと

言われたらそれまでなんですが，そういうことを少し考えているところです。 

【山本】 なかなか難しいですね。 

【新川】 現実には，もちろんどういう減免基準を最終的に設けられるかは市のご判断で

ありますが，私どもとしては，１つの提案としてはこういう基準をぜひ考えてい

ただきたいという提案をさせていただきたいということでございます。 

【長谷川】 前回欠席させてもらって申しわけありません。 

 既に確定した判決の部分で，ちょっと私の勘違いかもしれませんけれども，平

成１３年からというふうな部分は考えられないんでしょうか，もう判決が確定し

ているということで。私はそのように思ったんですが。 

【新川】 ご意見を賜りまして，ありがとうございました。研究会の論点整理の３の３つ

目の「・」のところは，今長谷川委員がご指摘いただいたような方向で考えては

どうかということで書かせていただいております。やはりなかなか，客観的にど

こで考えたらいいのかというときに，既に確定をした判決ということで無視する

わけにはいかないというのが一応，議論の中でも出てきた意見でした。 

 どうぞ。 

【山本】 ３については，私も今長谷川委員のおっしゃられたことと同感で，やっぱり，

１６年にする，あるいは原初からというのは，いろんな意味で無理があるような

気がするんですね。特に，１６年にした場合に，１３年の確定している判決との

抵触とかいろいろあるでしょうし，やはり法的に出ている分に準拠するしかない

といいますか，いろんな意味で矛盾がないというのは，１３年度からではないで

しょうか。 
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【新川】 ありがとうございました。 

 山下委員。 

【山下】 私，前回欠席させていただきました折に，資料をいただきまして，コメントの

ほうを出させていただいたんですけれども，すべての方にというのが大原則であ

るというのはわかるんですが，それが難しい場合はどこで判断基準とするのかと

いうところになっているかと思います。その中で，やはり今お２人がおっしゃい

ましたように，私自身も，一番客観的な１つの基準がなければならないのかなと

思いまして，それが中立の立場で出されました判決であるのかなというふうに思

っています。 

 １３年度以降と１４年度以降というような話だったかと思うんですが，１３年

度以降というのは判定が確定しているということで，もう１つのほうは確かまだ

……。 

【新川】 現在，高裁で……。 

【山下】 高裁でしていらっしゃるということなので，私自身は確定している平成１３年

度以降というのが１つの客観的な基準になるのではないかなと思っております。 

 以上でございます。 

【新川】 どうもありがとうございました。 

 そのほか，ご意見ございませんでしょうか。 

【田多】 私も，１３年度以降というのが，よいと思います。 

【新川】 それでは，自立促進援助金制度の見直しにつきましては，今おおよそご意見を

いただきました方向，つまり論点整理にありましたとおり，自立促進援助金制度

の廃止，それから返還免除制度の創設，廃止につきまして平成１９年度分から，

そして，予測外の不利益ということが当然生じ得るわけでございますので，それ

につきましては一定限定的な救済措置を，それから返還免除制度につきましては，

奨学金返還困難者に対する措置を国奨学金制度に準ずるものとし，ただ，原則と

して借受者の申請に基づく，まさに自立の精神に基づいた手続とするという方針

で中間報告を作成したいと考えます。 

 また，長期間自立促進援助金を支給されている借受者の方に対する対応につい

ては，原則としてはすべての借受者に対して返還を請求するということが大原則

ではありますが，当総点検委員会としては，やはり大阪高裁の確定判決，これを
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一定基準に考えるべきではないかというご意向であったということだろうと思い

ます。 

 なお，奨学金の返還免除の基準については，やはり，さまざまな配慮が免除の

在り方について必要ということでございますので，一部の免除や猶予も含めて，

もちろんベースは国奨学金の返還免除基準ではありますけれども，予測外の不利

益が生じる方々については一部免除や猶予も考えてはどうかということで大筋中

間報告をまとめさせていただきたいというふうに考えます。具体的な中間報告の

まとめについては，次回の当総点検委員会に，恐縮ですが，私のほうで一定報告

の素案を作らせていただいてお諮りをさせていただく，そんな手順で進めてまい

りたいというふうに思いますが，いかがでございましょうか。 

【中坊】 今おっしゃっている意見とはちょっと違うんですけれども，一番気になります

のは，資料に出ていますように，長い間貸していた人たちに対して，それじゃ，

請求そのものをしないということになりますと，いわゆる債権放棄，債務免除と

いう積極的な行為を個人に対してしなければならないことになると思うんですね。

そのことが本当に一般市民にとって納得のいく範囲かどうか。 

 確かに，長期間そのような行政のために，もらったと同然だと思っておった。

しかし，その援助金要綱が廃止されたから払わないかんということですけれど，

やはりそれは誤った市の行政があったことに基づくことであって，確かに判決も

不測の不利益を与えないということを重視されているのはわかるんですけれども，

しかし同時に，古い方々というのは大学を卒業されて比較的返済が可能な時期に

まできてはるということですね。それも裁判所が，高裁の判決の中において，そ

ういう単に同和地区の人たちの生活レベルが上がったからということと別に，そ

のような返還をしやすい状態にまでなっておるか，なっていないか。長期間が経

過する中において，そういう人も発生しているではないか。それを一律に全部援

助金を支給したというところに基本的な問題点があるということも言われておる

わけですし，私は，平成１９年に遡って，すべての人が返済，貸付金ですから，

貸付金としての返済を求める対象になるという大原則のもとにやらないと，本当

に，我々がというよりも，市民の税金がそこへ，しかも権利があるのに債権を免

除します，債権を放棄しますというようなことが，一体，本当に市民感覚に受け

入れられることなのか。 
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 私はあまり高裁判決の意味を，確かに平成１３年度からというふうに限定，判

決の結論としてそう決めたことに非常に悩ましいという，安保さんも言うてはっ

たけども，確かになぜ１３年ということになってくるわけですけど，しかし，こ

れ，制度全体として考えたときには，やはり援助金制度を廃止することに伴う後

遺症というものが，当然にこのような市の長い間のいろいろ誤った行政が行われ

た結果，いろんなひずみが発生している。それが多くの同和地区の奨学金をいた

だかれた方，貸し付けられた方についても，いろいろ大変なご迷惑をかけている

かわかりません。しかし同時に，これは市民全体として考えて，公の債権をどう

処理するかということについては私はもう少し抜本的に考え直していく必要があ

るんではないか。だから，原則はそのとおりなんですけれども，私はいろいろそ

の点についてはもう少し考えないといけないところがあるんじゃないかと，私個

人はそう思います。 

【新川】 ありがとうございました。 

 当総点検委員会では，特に借受者の方々についてどういう範囲で返還を求める

かということについて，１つの考え方としては，大阪高裁判決，確定判決がやは

り基準になるのではないかということでご意見をいただいてまいりましたが，今，

中坊先生からは，いや，やはり原則論，大原則のところに立ち戻らないと，本来

の自立促進援助金制度を廃止したことの意味や，それから，それに伴う本来的な

行政の在り方に立ち戻るということにならないのではないか，こういうご意見を

いただいたところでございます。 

 これに関連しまして，何かそのほかご意見ございましたら。 

 どうぞ，安保さん。 

【安保】 自立促進援助金というものを廃止するわけですから，その後始末をどうするか

という問題がありまして，その中で，先ほどもいろんな委員の方がおっしゃって

いましたように，どういうふうな形でそれを清算するかのところで，例えば，大

原則はそうであるとしても，じゃ，返還免除とか減免するとか，そういうのをみ

んなが納得できる減免基準とかいう形で，なかなか悩ましい問題を何らかの方針

も示さずに，すべてを委ねていいものかどうかという問題があると思うんですね。 

 ですので，この委員会としては一定のやっぱり方向を，細かい基準とかそうい

うことの設定は難しいと思いますけども，この委員会として，市民から選ばれた
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委員としては一定の，こういう基準がいいんじゃないかということは大筋は言わ

なければというふうに思います。その基準として，いろいろ考えても，現実的に

長くやられてきたことに対する後始末ですから，やっぱりその時間の経過という

ものを考慮せざるを得ないんではないかというふうに考えています。 

【新川】 ありがとうございました。 

 今，安保先生からは，自立促進援助金制度の廃止に伴いまして，やはり当総点

検委員会としても，もちろん，原則はおそらく，中坊先生がおっしゃった，すべ

ての対象者の方にということでありましょうけれども，具体的な一定の方向とい

うのは示すべきではないか，そして判決もやはり無視すべきではない，こういう

ご意見をいただいたところでございます。 

 特に，論点整理の３番目，長期間自立促進援助金を支給されている借受者に対

する対応についてのところで，少しご意見が分かれるところでございます。 

【長谷川】 私，公認会計士，税理士の立場で。特に税務のほうの観点なんですけども，

仮にいわゆる税金を納めなければならないものは絶対に納めなあかんという大原

則があるんですけども，最後の折衝というんですか，その方の担税力の関係で，

やはり話し合いの交渉によって，分割とか延納みたいな形で許してもらえる。許

す言うたらちょっと語弊があるかもしれませんけれども，現実の部分は，課税の

公平性からいけば絶対払わなければならないんですけども，そういうこともまま

あるということで，ちょっと，これ，論点が違うかもしれませんけども，そうい

うこともまま現実にあるということを申させてもらいたいと思います。 

【新川】 ありがとうございます。私たちもそのあたりは，特に返還免除の基準というこ

とについて，やはり予測外の不利益が生じるような場合，先ほど事務局からもお

話がありましたけれども，そういう場合については，やはり免除あるいは返還の

猶予といったような考え方もあるのではないかということで，ただ，それ以上私

どもがどうこうするというのは当委員会の役割としては難しいところがあろうか

と思いますが，そういうことも考えられるのではないかということでございまし

た。 

 そのほか，いかがでしょうか。 

 それでは，この自立促進援助金制度につきましては，おおむねご意見をいただ

きました。そして，委員会でのおおよそのご意見の方向については，特に第３回
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研究会の論点整理の方針に沿った形で一定のご了解をいただいたかと考えており

ます。 

 先ほど申し上げましたように，特に長期間の借受者に対する対応，それから奨

学金の返還免除基準についてご意見をいろいろいただきました。当委員会でのこ

こまでのご検討を踏まえて，一旦私のほうにお任せをいただいて，委員会として

の報告を一定取りまとめさせていただきたいと思いますが，そういう方針でいか

がでございましょうか。よろしゅうございますでしょうか。 

 それでは，ご同意をいただきましたので，自立促進援助金制度の見直しにつき

ましては，次回当委員会までに，私，委員長のほうで今日のご意見をベースに中

間報告を提示させていただき，お諮りをさせていただくということにいたしたい

と思います。 

 なお，次回委員会までに，あらかじめ案につきましては全委員の皆様方にお示

しさせていただき，ご意見をいただきやすい形にしてまいりたいというふうに思

いますので，よろしくお願いいたします。事務局のほうは，そういう扱いでよろ

しゅうございますでしょうか。 

 それでは，自立促進援助金制度の見直しにつきましては以上にいたしたいと思

います。 

 よろしければ次の議題に移ってまいりたいと思いますが，よろしゅうございま

すか。 

 それでは，本日の２つ目の議題でございます，議事にございます「コミュニテ

ィセンターの在り方について」，これについて議論をいただいてまいりたいと思い

ます。 

 これは，一番最初に当委員会の課題の１つとしてお示しをいただいておりまし

たが，それ以来，少し議事が遅れておりまして，今日，改めてということになろ

うかと思います。 

 まず，既に資料等をご覧いただいているようですが，本日，改めて，追加の資

料も含めまして，事務局からご提示いただいているものがございますので，まず

は内容の説明をいただき，その後，各委員からのご意見をいただいてまいりたい

というふうに思います。 

 なお，このコミュニティセンターの在り方につきましても，今日１回ですべて
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結論が出るというふうには考えてございませんので，本日のところは，それぞれ

のご理解を深めていただき，いろいろと内容についてご確認をいただくような，

そんな機会にしていただければというふうに考えてございます。 

 それでは，恐縮ですが，まずは事務局から資料のご説明をいただき，その後，

ご意見を賜ってまいりたいと思います。事務局，よろしくお願いいたします。 

【事務局】 コミュニティセンターの事業についてご説明をさせていただきます。 

 まず，資料２の２ページをご覧ください。 

 本市では，大正８年に全国に先駆けて三条地区に託児所を開設いたしました。

その後，昭和１１年に家事見習所と統合して隣保館を設置して以降，福祉センタ

ー，屋内体育施設，学習センターなどの機能を順次充実し，同和地区における身

近な行政機関，行政と住民のパイプ役として，住民の就労や生活相談をはじめ，

生活実態の把握や各施策の周知に努めてきたところでございます。 

 この隣保館につきましては，平成９年に国の法律が改正され，本市におきまし

ても平成１０年度以降は，同和地区住民と周辺住民との交流を広げる取組を行っ

てきたところでございます。 

 その後，平成１４年３月末の地対財特法の失効に伴い，平成１４年４月に隣保

館条例をコミュニティセンター条例として全面改正し，コミュニティセンターを

人権が尊重される豊かな地域社会の実現に寄与する市民の自主的な活動を振興す

るための施設として位置付けました。利用対象につきましても，より幅広い市民

の交流を図るため，区域，支所域から，さらには全市域まで拡大してきたところ

でございます。 

 コミュニティセンターの運営につきましては，地域に根差した組織が事業運営

を行うことが住民の自立や地域コミュニティの再生につながるとの考えから，平

成１７年度から一部事業の委託を進め，現在，市内１５カ所のコミュニティセン

ターのうち，６カ所のコミュニティセンターで業務委託を実施しているところで

ございます。 

 このように，隣保館は同和問題の解決に向け，同和地区における行政の総合窓

口，同和対策事業の現地の行政機関としての役割を果たし，総合コミュニティセ

ンターに位置付けが変更されて以降は，より幅広い市民の交流拡大，また地域に

根差した組織への委託等の取組を進めてまいりました。 
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 そうした中で，コミュニティセンターの利用は着実に広がりを見せ，業務委託

を行っているＮＰＯ法人等を中心に，地域コミュニティの形成の動きも芽生えつ

つあり，一定の成果が表れているところでございます。 

 しかしながら，コミュニティセンターの利用については，広がりを持ちつつあ

るものの，いまだ利用率は低い水準であり，結果として少数の団体やサークルだ

けの利用にとどまる場合もあるなど，結果として特別扱いとの誤解を与えかねな

い事業もございます。また，コミュニティセンターに寄せられる生活相談につい

ても，件数の減少とともに内容も変化するなど，平成１４年度のコミュニティセ

ンター設置時と比べて，コミュニティセンターを取り巻く環境も大きく変化して

おります。 

 こうした状況を踏まえまして，今日時点におけるコミュニティセンターの在り

方そのものについて，根底に立ち返った検討が必要であると考えているところで

ございます。 

 ５ページ以降がコミュニティセンターの施設概要となっております。 

 現在，１５カ所のコミュニティセンターがございまして，コミュニティセンタ

ーに附属施設として，体育施設，福祉センター，資料展示施設，学習施設を合計

５６施設設置しております。 

 ６ページに各施設の一覧を記載してございますので，ご参照ください。 

 ７ページの開所時間，休所日についてでございますが，施設により多少違いが

ございますが，学習施設以外につきましては，第２・第４土曜日，日曜日，祝日

を休館日としております。本館，屋内体育施設については，平日につきましては

午前９時半から午後９時までが開館時間でございます。第１・第３・第５土曜日

につきましては，午前９時３０分から午後６時まで開館しております。 

 福祉センターにつきましては，平日，第１・第３・第５土曜日ともに，午前９

時から午後４時３０分を基本として開所しております。 

 次に，コミュニティセンターの事業概要でございます。 

 ８ページをご覧ください。 

 まず，相談事業についてですが，これは隣保館当時から住民に対し生活上の相

談に応じています。平成１０年度以降は，区役所をはじめとする関係機関による

一般相談や分野別の相談等に移行して対応することを基本とし，住民の自立を支
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援するという視点に立ち，情報提供を中心とした取組を進めております。 

 表にありますように，平成１９年度には相談件数は６,４６５件，１コミュニテ

ィセンターで１日当たり１.８件となっております。平成１４年度と比べて約３割

の減少でございます。 

 相談内容につきましては，９ページにありますように，住宅関連，駐車場関連，

そのほか住環境などの一般的な問い合わせや要望等が多くなってきております。 

 次に，貸館事業でございます。コミュニティセンター本館では，会議室や和室，

サークル室など，屋内体育施設，運動広場を無料で貸出を行っております。 

 １０ページの取組の経過にありますように，旧隣保館当時の平成９年度以前は，

原則として同和地区住民を利用対象者としておりましたが，その後，順次利用対

象者を拡大し，先ほど申しましたように，平成１４年度からより幅広い市民の交

流を図るため，区域，支所域，さらには全市域にまで利用対象を拡大し，現在で

は市民であればどなたでも，使用日の３カ月前のその月の初日からお申し込みい

ただけるようになっております。 

 利用件数につきましては，１１ページの表にございますように，平成１９年度

で１０，３７８件，これは平成１４年度と比較して約７割の増加となっておりま

す。とりわけ体育施設は，平成１４年度の２倍以上の増加となっております。 

 また，市民の利用範囲につきましても，小学校区域外の利用割合が約半数とな

るなど，大きく拡大しているところでございます。 

 一方で，１２ページの表にありますように，稼働率におきましては，本館の合

計４.５％，比較的利用の多い屋内体育施設でも４２.４％と，いまだ低い水準と

なっております。 

 福祉センターにつきましては，１４カ所ございますが，１施設１日当たり６人

程度の利用となっております。 

 次に，１３ページの交流事業をご覧ください。 

 交流事業といたしまして，陶芸教室や生け花教室などの講座，講演会や祭りと

いったコミュニティづくりイベントを実施しております。市民しんぶんの活用等，

広報の充実に努めた結果，参加者は年々広がりを見せ，講座については約３割が

小学校区域外からの参加となっております。参加人数は，講座の実施回数の減少

を反映して，１９年度実績として６,４１３人。こちらは平成１４年度と比べて約
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２割ほど減少しているところでございます。 

 次に，コミュニティセンターの運営についてでございます。 

 １６ページをご覧ください。 

 コミュニティセンターの運営に当たりましては，国から補助金を受けており，

現在，職員１０５名で，交替制勤務の体制を採り運営しております。 

 また，先ほど申し上げました貸館事業や交流事業といったコミュニティセンタ

ーの事業については，地域に根差した各種団体が参画するＮＰＯ法人等に対して

委託を進めております。 

 事業委託により，１７ページに記載しております住民の自立意識の向上，コミ

ュニティの再生と活性化，地域福祉の推進，地域交流の促進と人権尊重のまちづ

くり，効果的・効率的な事業運営の効果を期待しており，現在，楽只，岡崎，壬

生，崇仁，吉祥院，上花田の計６カ所のコミュニティセンターにおいて，事業の

一部委託を行っております。 

 最後に，コミュニティセンターの運営経費でございます。 

 １８ページの下の表をご覧ください。 

 平成２０年度予算で見ますと，一部業務委託費を含めました物件費といたしま

して約３億円，人件費を含めまして約１２億円となっております。財源といたし

まして，国から約１億円の補助金を収入しております。 

 続きまして，資料３でございますが，相談事業の状況，相談事業の応対記録，

コミュニティセンターの使用状況，コミュニティセンター稼働率，福祉センター

の利用状況，学びとふれあいのための事業一覧ということで添付させていただい

ております。 

 まず，１ページの相談事業の状況ですが，受付時間帯で最も件数が多いのが，

お昼の１２時から午後６時までの時間帯となっておりますが，１時間単位の件数

は午前中が比較的多くなっております。応対時間は１０分以内と１時間以内，区

分でいきますとＡとＢでございますが，２つ足して全体の約９割を超えておりま

す。比較的短時間での応対となっていることがうかがえます。 

 ２ページと３ページにつきましては，相談事業の具体的な応対記録の例を記載

しております。 

 次に，貸館の状況ですが，４ページをご覧ください。 
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 一覧表で挙げさせてもらいますが，本館といたしまして３,５９２件の貸館利用

がございます。屋内体育施設としては６,５６８件の利用となっております。小学

校区域の方の利用が約半数ということになってございます。 

 また，５ページにおきましては稼働率の一覧を挙げさせていただいております。

上の表は貸館のみの稼働率となっておりまして，下の表は，貸館以外にコミュニ

ティセンターで実施している事業等の数を加えた稼働率となっております。 

 ６ページにつきましては，福祉センターの利用状況となっております。先ほど

申しました全１４カ所の福祉センターで個人利用の来館者合計が全体といたしま

して２２,５９９人，１施設１日当たりに割り戻しますと約６人の利用となってお

ります。 

 最後，６番としまして，７ページ以降，学びとふれあいのための事業一覧を掲

載させていただいております。 

 コミセンの状況につきましては以上でございます。 

【新川】 どうもありがとうございました。 

 コミュニティセンターの現状，運営の内容等々につきまして，詳しい資料を含

めてご説明をいただきました。このコミュニティセンターにつきまして，ご質問，

またご意見など賜ってまいりたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 いかがでしょうか。どうぞ。 

【田多】 平成１４年から，旧同和地域以外の方も利用させていただいておりますけれど

も，使用料が無料とお聞きしているんですけれども，使用料はいただいたほうが

いいんじゃないかなと私は思うんですけれども。 

【新川】 ありがとうございます。 

 事務局のほうにお伺いしますが，コミュニティセンターの使用料はどういうふ

うになっているのでしょうか。 

【事務局】 いわゆる社会福祉法，そちらのほうで，旧隣保館等で行われます隣保事業，

こういうものにつきましては規定上は無料または低額で実施するという，そう

いう法的な規定がございます。 

【新川】 ありがとうございました。 

 そのほか，いかがでございましょうか。 

 どうぞ，山本委員さん。 
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【山本】 コミュニティセンターとしていろんなことをやっているというのはよくわかり

ますが，同和地区以外のところにもこのようなコミュニティセンターといってい

いようなものが多分あるわけですね。その辺の対比といいますかね。例えば，私

は滋賀県の草津に住んでいるんですが，各小学校エリアみたいなところで１つこ

ういう会館みたいなものがあって，市からの職員がいて，文化的なこととかいろ

んなことに使っていますね。多分そういうものと同じような役割を果たしている

んだろうと思うんですけれども，１つの施設についてのエリアの大きさとか人口

とか，その辺で格段に同和地区にあるコミュニティセンターとそのほかのところ

と差があるのかどうかとか，その辺のところをできればちょっと知りたいと思う

んですが。 

【新川】 それでは，事務局，すみませんが，そのあたり情報提供をお願いします。 

【事務局】 いわゆる類似の施設という観点で申し上げますと，例えば公民館とか，ある

いは自治会館というような，そういうたぐいの施設になるかと思うんですが，内

容的には大体，貸館とか，あるいはイベント等を実施する場ということに，その

分については類似かと思うんですが，根本的に違うのが，いわゆるコミセンにお

いては地区住民の生活相談といいますか，そういった事業がメインになっておっ

たというとこら辺が一番大きな違いではないかなというふうに思います。 

 それともう１つは，区域的なエリアの関係ですけれども，確かなものではない

ですけれども，多分，公民館等はいわゆる中学校区域ぐらいのエリアがおおむね

カバーしているエリアではないかなというふうに思っておるんですけれども，こ

のコミセンについては，現在では対象としては全市域どなたでもご利用いただけ

るという意味では，エリアとしては広がりがあると。 

 ただ，もともとの経緯で申し上げますと，いわゆる旧同和地区のための施設で

あったと。そういう区別といいますか，違いがあるかなというふうに思いますけ

れども。 

【山本】 出発点は非常に違いますけど，ただ，今こうして見ると，かなり性格的には一

般化したコミュニティセンターという形になってきているわけですね。 

【事務局】 そうですね。 

【山本】 原点はもちろん違うというのはよくわかるんですけども。 

【事務局】 ですから，いわゆるやっている事業の中身とか，あるいは貸館とか，そうい
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った面に着目しますと，ほとんど一緒という状況ではございます。 

【新川】 どうぞ，長谷川さん。 

【長谷川】 今回，広報いうんですか，一般の方にコミュニティセンターが使えるという

ことを周知徹底しているんでしょうかね。その辺のところの部分ですね。 

【事務局】 周知につきましては，市民しんぶんと商業新聞に掲載いただくとかというこ

とで，全事業ではございませんけども，周知をしています。それと，あと年度初

め，特に５月，憲法月間でございますので，コミュニティセンターをこういう形

でお使いくださいというＰＲはいつもさせていただいております。 

【新川】 ありがとうございました。 

 そのほか。どうぞ，中坊先生。 

【中坊】 私は感覚だけで言うんですけども，やはりこのコミュニティセンターの件で，

職員が１０５名ですか。１０５名の職員が関わっているということが異常のこと

ではないかと。予算が１２億円も要っているということもまた問題ではないかと

いうような気がしますね。 

 基本的に自主とか自立ということが大切であって，基本的には地区の人たちが

自らやっていくというのが基本であって，職員が管理をし，そういうことでやっ

ているから先ほど言う無料の問題も出てきておるわけで，そういう問題では，も

う一度基本的に見直していくのが方向が正しいのではないかというような気がい

たします。 

【新川】 どうもありがとうございました。ご意見を賜りました。 

 どうぞ，長谷川委員さん。 

【長谷川】 それに付随することですけども，私も最初説明をお聞きしたとき，１０５人

で人件費が９億３,６００万でしたね。これ，平均すると１人当たり年間９００万

ぐらいになるんかなと思うんですね。その辺の金額的な部分の妥当性みたいなも

のを最初にちょっと疑問に思いました。 

【新川】 事務局，何か関連してございますでしょうか。 

【事務局】 職員の数についてなんですけれども，確かに１０５人ということで非常に大

きな数になっておるんですが，これ，実は，先ほど申し上げましたように，この

施設の開館時間が朝の９時半から晩の９時までということで，いわゆる交替制勤

務をとっておりまして，その関係で通常の数よりも多くなっているのが実態でご
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ざいます。 

【新川】 ありがとうございました。 

 どうぞ，山下委員さん。 

【山下】 山本委員から先ほどご意見が出た中で，スタートが違うというところで，隣保

館というスタートといわゆる普通の公民館とかとは違うというところではあると

思うんですが，生活相談をされていたのがメインということにはなってきている

とは思うんですけども，その生活相談の内容も多岐にわたって，また数的には減

ってきているという現状の中で，例えば窓口を統合されるといいますか，いわゆ

るコミュニティセンターの窓口という位置付けを完全に外してしまうといいます

か，一般的に苦情であったりいろいろな問い合わせは，ここに，お越しください

なのかお電話されるのかちょっとわからないんですけども，ここを１つのところ

にしてしまって，各施設でされている窓口をまとめられるということも１つ必要

なのかなというふうには思います。 

 それであればこんなにたくさん施設が必要なのかどうなのかなというところも

出てくると思いますし，昭和５０年代か６０年代に建てられたものがそのまま残

っているというところで，かなり古い施設もあるかと思いますので，施設の整理

という部分を一度考えられてもいいのかなとは思います。 

 以上です。 

【新川】 どうもありがとうございました。 

 参考までに事務局にちょっとお伺いしますが，施設そのものは年代的にも大分，

いろいろ新しいところもあるようでありますけれども，時期的にはいつごろ建設

されたものが多いんでしょうか。何か資料ございましたかね。 

【事務局】 資料といたしましては，先ほどの６ページで一覧を挙げておりますけども，

古いものでは大正時代からですが，昭和４０年代，５０年代が基本的には多うご

ざいます。 

【新川】 昭和４０年代といいますと４０年ぐらい既にたっているということになります

ので，中には改築等々が必要になってきているものもそろそろあるというふうに

理解したほうがよろしいでしょうか。 

【事務局】 時期的にはかなり古い建物になってきている場合もありますので，物理的な

ものとしては，そういう時期に近づいてきているというぐあいに思っております。 
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【新川】 最近の建築物というと，やはり耐震の問題が大分社会的には関心を集めている

ようですが，このあたりもやはり検討しなければならないことが多いということ

でしょうか。 

【事務局】 耐震につきましては，コミュニティセンターだけではなく，オール市の公共

的な施設につきましては順次しておりますので，全部のコミュニティセンターが

すべて調査を終わっているわけでございませんけれども，順次行っているところ

でございます。 

【新川】 順次やっておられると。 

 そのほかいかがでございましょうか。どうぞ，安保先生。 

【安保】 隣保館については府内の他市町村でもあると思うんですけども，そこではどう

いう運営をされていて，京都市のようにコミュニティセンターというふうな形で

移行されているところがあるのかどうかという点と，ちょっと事業の内容が勉強

不足であれなんですけど，国の要綱によって直営でできるところとできないとこ

ろがあって，相談事業は職員でやらなきゃいけない。だから，直営でやろうとし

ても，実施時間とかそういうところについては縛りはないんですよね。それはこ

ちらのほうで，例えば実施曜日とか実施時間とか，そういうのは一定決められる。

ただ，誰か直営で市の職員がやらなければいけないということになっているんで

しょうかね。 

【新川】 一応，事務局のほうでご確認いただけますでしょうか。 

【事務局】 先ほどのコミュニティセンターの委託の話もご説明いたしましたけども，お

っしゃいましたように，相談事業については直営で職員が行っております。あと

講座ものであるとかイベントもの，これについては一部，６カ所のコミュニティ

センターで委託していますので，そこにつきましては直営でなくても国の補助は

可能であるというふうに聞いております。 

【新川】 相談事業以外は委託ができるということでよろしいわけですね。 

 それから，安保先生からもう１点ございました，府内の他の市町村，あるいは

全国でも結構なんですが，ある市町村ではこの隣保館事業，その後どうなってい

るのか。もしご存じの範囲がございましたら。 

【事務局】 府下では，基本的にはいわゆる隣保館の形で継続しておると。名称的には市

民交流センターとか文化センターとか，そういった名前に変わったりもしており
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ますけれども，隣保事業として，あるいは生活相談等は引き続き実施されており

ます。 

【新川】 どうぞ，中坊委員。 

【中坊】 ちょっと関係ないことを言いますけれども，私，かつて京都府下の警察署の交

番所と駐在所の見直しを検討する委員になったことがあるんですけど，そこで，

先ほどからも少し言いましたように，自主性と関与される方の対応なんですけど，

例えば私が見て一番感心しますのは，駐在所というのは，市内で非常に減少して

いるんですけど郡部では多いんです。駐在所は奥さんに手当が出るんですよね，

警官と別に。その二人によって，事実上２４時間いろんな相談事に応じる。その

駐在所へ何が一番相談に行きはる人が多いかというたら，みんなサラ金なんです

ね。そういうふうにして，そういう人たちが非常に多様な，わずかな人で，その

領域といえばかなり広い面積を郡部で持ってはって，交通事故からサラ金の相談

から，そういうことを全部駐在所がやってはるということを，私，現実に経験し

たことがあるんですね。 

 だから，コミュニティセンターというのも，職員が９時までいるから，交替制

だということからすれば当然１００何名の職員も必要になってくるでしょうし，

基本的に発想をもう少したて直して，しかも地区の住民の人たちが主体性を持っ

てやっていく。すべて行政委託というところに基本的な問題があるので，住民の

方が支持さえしていただければ，よりきめ細かい対応もできるだろうし，私は，

先ほどとちょっと意見が違うんだけど，あまり整理というよりかは，むしろもっ

と充実させていただくことが必要ではないかと。 

 その必要な在り方というのは，先ほど言うような多様な人たちによって，赴任

されてくる公務員でなければいけないということじゃなしに，準公務員と言った

らおかしいかもしれんけれども，手当の出ている人たちがそういうことをやって

いる。こういう現実もあるので，そういう点もまた考え直していただくことが必

要ではないかというふうに思います。 

【新川】 ありがとうございました。 

 少しコミュニティセンターの在り方，内容についてのご意見をいただいており

ます。どうぞご自由に，各委員さん方からございましたら。 

【安保】 相談事業というのは，開いている時に随時いつでもできるという相談ですか。
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相談内容とかを見ると，例えば高齢者相談とか高齢者の関係，そうすると，地域

包括支援センター，ああいうところとの連携とかはどうなるんでしょうか。そこ

でもそういうことは聞き，ここの相談とどう違うのかとか，他のいわゆる地域住

民に対する相談，例えばいろんな他の区役所でやっている相談とか，いろんな相

談はあった上で，なおかつこの生活相談をやられているということなんですよね。

じゃ，他の相談との連携とかをされているんでしょうかね。 

【新川】 事務局，いかがですか。 

【事務局】 まず前提ですけども，旧同和地区住民の方が相談はすべてコミュニティセン

ターでしなければならないということはまずございません。今おっしゃったみた

いに，関係のある福祉施設であるとか，福祉事務所であるとか保健所の窓口にご

自分で直接ご相談される方もありますし，法律相談される方もあるという中で，

まだそこに直接お話しする内容が，どこにしゃべっていいのかわからんとかとい

う段階である方，例えばそういう方についてはコミュニティセンターにご相談に

来られるとか電話がかかってくるというのが現況でございます。 

 時間帯も特に限定しておりませんし，この内容でなければ相談を受けないとか，

場合によっては苦情から要望から，その方の中で幾つも課題が重なっているとい

うこともございます。 

【新川】 長谷川委員さん，どうぞ。 

【長谷川】 １５カ所あるということですけども，中坊先生のほうから，もっと充実した

らいいかということですけれども，地域によってそれぞれの利用のされ方が違う

んだろうと思うんですよね。やっぱり充実という意味では，先ほど私申しました

ように，周知徹底というんですか，市民しんぶんとかでされているとは思うんで

すけども，よりいいようにされたらどうかなというふうに思います。 

【新川】 ありがとうございました。 

 どうぞ，山本委員さん。 

【山本】 いろんな側面が僕はあると思うんですけれども，コミュニティセンターといい

ますか隣保館，コミュニティセンターの問題を考えるとき，あるいは改良住宅，

あるいは議論をしてきた奨学金の問題，諸々のところで根底にあるのは，これは

僕自身の思いなんですけども，今，中坊先生もその言葉が出てきましたけれども，

やっぱり自主性といいますか，自主という考え方だと思うんですよ。例えば今の



 －22－

隣保館，これだけ歴史をたどっていって，今，コミュニティセンターという形で

市は広げてきているわけですけれども，僕はここまでくると，モデルとしては全

然，同和地区以外のところにあるいわゆるコミュニティと同じだと思っているん

です。 

 例えば僕の住んでいる身近なところでいっても，３００世帯ぐらいのところな

んですけど，町内会というのがあるんですね。町内会は何をやっているかという

と，毎年，年会費２,０００円なら２,０００円なりを払って自分たちの会館を作

って，自主的に運営しているんですよ。そこではほとんどこれと同じような機能

が果たされているんですね。ただ唯一違うのは，当初から言われていますように，

いわゆる相談機能といいますか，そういうものについては確かにありませんけれ

ども，それ以外のところでは全く同じことをやっている。 

 そういう町内会が十二，三個集まって，それで，言ってみれば昔で言う公民館

といいますか。そこではより大きな規模での文化活動をやったり，その地域のさ

まざまな課題を解決していく機能とか，そこには市の職員が１人派遣されている

と，そういう感じなんですよね。 

 だから，僕はやっぱり同和地区の問題としてこの隣保館というのはスタートし

て，いろんな問題があるんですけれども，今考えていくベースというのは，ここ

が自主独立していって同じようにやっていくんだという信念みたいなものをどう

前へ進めるかということがやっぱり基本にないといけないと思います。 

 ですから，考え方，一気にどうこうするわけじゃないですけれども，そういう

前提があって，それじゃ，相談機能をどうするのかということになったときに，

山下委員の言われたような考え方もあるでしょうし，中坊先生が言われたような

考え方もあるということだと思うんですよね。その辺のところ，ベーシックには

僕はそういうふうに考えているんですね。 

【新川】 どうもありがとうございました。 

 よろしゅうございますでしょうか。 

 今，山本委員から，大もとのところをどういうふうな考え方をするのか，また

各委員からも，そもそもの施設の設置の趣旨，そういう現在の利用，それを踏ま

えたいろいろな観点からのかなり幅の広いご意見をいただきました。 

 今日は特に結論を出そうというふうに思っておりませんので，ただいまのご意



 －23－

見，これを一旦整理をさせていただきまして，次回，続けて，このコミュニティ

センターの在り方について，どうあるべきか，基本のところを少し当委員会とし

ても議論を深めることができればというふうに思っておりまして，今日のところ

は，まず若干のご質問をいただき，そしてまたコミュニティセンターについての

幾つかの考えをお伺いしたということで，ひとまず今日のところは，コミュニテ

ィセンターについては以上にさせていただきたいと思いますが，よろしゅうござ

いますでしょうか。 

 特にございませんようでしたらば，もう１つ，今日は資料を見ていただき，そ

して少し議論の糸口をつかんでおきたいと思っております。３つ目の議題でござ

いますが，「改良住宅の在り方について」でございます。これにつきまして詰めて

まいりたいと思います。 

 まず，事務局のほうから，恐縮ですが，資料をいろいろつけていただいてござ

いますので，ご説明方をいただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【事務局】 それでは，改良住宅の管理・運営及び建て替えの在り方につきましてご説明

申し上げます。 

 資料４をお開きください。 

 改良住宅につきましては，制度の違い等から，公営住宅と差異がございます。

これまでの経過等から，結果として差別的な扱いと見られるようなものが残って

おりまして，それらにつきましてご検討をいただきたいという形で考えておりま

す。 

 本日は，市営住宅を取り巻く状況につきまして，公営住宅と改良住宅の違いや，

これまでの建て替え事業の経過，管理の状況等につきまして，委員の皆様のご理

解をいただければと存じております。 

 したがって，本日，資料４につきましては，４月２３日に開催されました第１

回の総点検委員会の資料を再度提出させていただいておりますが，参考資料を充

実させていただいておりますので，これを中心に説明させていただきたいと考え

ております。 

 資料４の５ページ目をお開きください。 

 公営住宅と改良住宅の状況でございます。公営住宅は，昭和２６年に制定され

ました公営住宅法により建設しておりまして，入居者は住宅に困窮する低額所得
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者でございます。市場で良質な住宅を確保することができない低所得者の居住の

安定に資するものでございます。入居者の募集は原則公募となっております。入

居資格には一定の収入要件がございます。例えば４人家族で給与収入の方がお１

人の場合，年収５１０万円以下というふうな形で収入条件が設定されております。 

 一方，改良住宅でございますが，一部に公営住宅の予算で建設したものもござ

いますが，昭和３５年に制定されました住宅地区改良法により建設するものでご

ざいます。入居者は，事業の施行に伴い住宅を失った方でございます。入居者の

募集や収入要件はなく，土地建物の買収に応じていただいた方に入居いただくと

いうものです。ただし，空き家となった改良住宅につきましては，公営住宅と同

様の取扱いができることとなっております。 

 次に，それぞれの建て替え事業の根拠でございますが，公営住宅は公営住宅法

により公営住宅として建て替えることになりますが，改良住宅は，改良住宅等改

善事業制度要綱に基づいて建て替えを行っておりまして，建て替え後の住宅は更

新住宅と位置付けされております。 

 家賃制度につきましては，かつては公営住宅も改良住宅も建設費から算出しま

した家賃，いくら建設費にかかったかというところから算出した家賃をもとに，

入居者の状況に応じた家賃ではなく，住戸ごとに家賃を設定しておりましたが，

京都市の公営住宅では，平成９年度から応能応益家賃制度，これを導入しており

ます。改良住宅では，平成１２年度から公営住宅と同様の応能応益家賃制度を導

入しております。 

 この応能応益家賃制度は，入居者の負担能力に応じた応能部分と，建物の広さ

とか立地条件あるいは設備の状況などの応益部分，この２つの部分を含んだ家賃

制度になっております。これは，平成８年度の国の制度改正によってそれぞれ導

入したという状況でございます。 

 次に，６ページ，本市の状況についてご説明申し上げます。 

 住宅の管理戸数は，公営住宅で１９,１００戸，改良住宅で４,２２５戸でござ

います。ここで言う改良住宅は，旧同和対策に係る住宅を挙げております。市営

住宅にも，建設の根拠となる法律とか，あるいは事業の成り立ちによって，それ

ぞれ違う住宅がございます。 

 内訳は７ページをご覧いただけるとありがたいですが，公営住宅法で建設した
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ものが６６団地ございまして，１９,０３２戸。都市再生住宅と申しますのは土地

区画整理事業で建設したもので，二条市営住宅の４０戸でございます。単費住宅

というのは国の補助を受けずに建設したもので，鈴塚市営住宅の一部及び周山市

営住宅の２５戸でございます。特定公共賃貸住宅は中堅所得者向けの住宅で，鳥

谷市営住宅の一部３戸でございます。 

 改良住宅でございますが，これは１４団地３,５６５戸。小規模改良住宅は，小

集落地区改良事業，通常の改良事業より少し規模の小さいエリアで実施した改良

事業でございますが，山ノ本市営住宅４４戸でございます。更新住宅は改良住宅

の建て替えにより建設したもので，楽只の２１棟ほか６棟２７０戸でございます。

旧地域改善向け公営住宅は旧同和地区において公営住宅法により建設したもので，

壬生市営住宅の１棟ほか３４６戸でございます。旧同和対策に係る住宅は，合わ

せて４,２２５戸になっております。 

 その次の都市再生住宅，旧コミュニティ住宅でございますが，これは東九条地

区の住宅市街地総合整備事業により建設した住宅，これが１２５戸でございます。

旧同和対策以外の改良住宅は，北河原市営住宅，三条鴨東地区の住宅地区改良事

業で建設したもの１９９戸でございます。同和対策以外の住宅は，合わせて３２

４戸でございます。 

 この７ページ，８ページのところで，それぞれの事業の性質等について少し触

れさせてもらっております。ご参照いただければと思います。 

 次に，これまでの建て替え事業等でございます。６ページに戻っていただきま

すと，表の２段目でございます。これまでの建て替え戸数でございますが，公営

住宅では２２団地３,２１４戸，改良住宅で５地区２７０戸を建設しており，建て

替え後の戸数の管理戸数に占める割合は，公営住宅で１６.８％，改良住宅で６.

４％となっております。 

 このうち，公営住宅では，木造簡易耐火構造の住宅の建て替えが３,０１２戸，

１５.８％となっておりますが，改良住宅には木造等の市営住宅がございませんで

したので，ゼロになっております。 

 また，中層耐火構造の住宅では，公営住宅が２０２戸，占める割合では１.１％，

改良住宅で２７０戸，６.４％となっております。 

 建て替え事業の詳細につきましては，１１ページをお開きいただけますでしょ
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うか。市営住宅の建て替えの状況でございます。 

 公営住宅では，昭和２０年代，３０年代に木造や簡易耐火構造，簡易耐火構造

というのはモルタル塗りの住宅ですが，ブロックづくりの住宅であるとか，そう

いったものがございました。こういった簡易耐火構造の住宅，これらを建設して

まいりました。これらの住宅は耐火構造，いわゆる鉄筋コンクリートの住宅とい

うふうにお考えいただけたらと思いますが，鉄筋コンクリートの住宅に比べまし

て耐用年数が短いということから，昭和６０年度から建て替えを実施してまいり

ました。 

 一方，耐火構造の住宅につきましては，公営住宅については一部簡易耐火構造

の住宅と混在していた広沢市営住宅を除いて，平成１３年度から着手してまいり

ましたが，改良住宅につきましては建設当初から耐火構造の住宅を建設しており，

平成１２年度から実施しております。 

 今後の建て替え等につきましては，１２ページをご覧いただけますでしょうか。

築年数別戸数を挙げさせていただいております。市営住宅全体では，築２０年か

ら４０年ほど経過した住宅が，既存ストックの７２％を占めており，昭和４０年

代前半から６０年代に市営住宅を大量供給してきたことがうかがわれます。 

 また，築３０年以上の住棟は，公営住宅で４６％，改良住宅で６３％ございま

す。改良住宅のほうが築年数の経過している住宅の割合が高くなっております。 

 今後の建て替えにつきましては，築４０年以上の住宅を中心として，今後数年

間で具体的な検討を進める時期を迎えております。 

 また，これまで老朽・狭小住宅の改善，設備の改善を目的に建て替えを進めて

おりますが，住戸面積での市営住宅の分布，それについても表にしております。

１３ページをお開きいただけますでしょうか。住戸面積別の戸数ということで，

ここでは，５０㎡以上の住棟が占める割合は，公営住宅で６４％であるのに対し

て，改良住宅で４１％。また，小さいほうの部分ですが，４０㎡未満の住棟の占

める割合は，公営住宅が２２％であるのに対して，改良住宅３４％というふうに

なっておりまして，改良住宅のほうが狭小住宅の占める割合が多くなっておりま

す。 

 また，１４ページをお開きいただけますでしょうか。市営住宅の浴室の設置状

況等の表をあらわしております。 
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 ここでは，浴室のない住戸，「浴室なし」という欄でございますが，公営住宅で

は４.７％ですが，改良住宅では７７.１％という状況になってございます。改良

住宅に浴室がない住戸が多いというのは，改良地区に市営共同浴場があることか

ら浴室を設置してこなかったということにもよりますが，昭和５４年度建設の田

中宮市営住宅で初めて浴槽設置スペースを設置しております。また，昭和５６年

度建設の錦林市営住宅で初めて浴室を設置しております。 

 参考までに，公営住宅では，昭和３７年度建設の八条市営住宅から浴槽設置ス

ペースを設置しております。また，昭和４５年度建設の醍醐南市営住宅からは浴

室を設置してきております。 

 次に，簡単に建て替えのイメージを見ていただきたいというふうに考えており

ます。 

 １５ページを見ていただきたいと思います。 

 これは実際の団地ではございません。架空の団地でございますが，建て替え前

のほうですが，建ぺい率６０％，容積率２００％，高さ制限が２０ｍという設定

をしておりまして，もともとの住宅が戸当たり床面積３５㎡，５階建てで４０戸

の住棟が２棟，合計で８０戸建っていたと想定しております。 

 建て替え後の住宅は，住宅の規模が増えますので，住戸規模は６５㎡という設

定をしております。建物の階数を６階建てに増やして土地の有効利用を図りまし

ても，４８戸しか建設することができません。これは容積率とかそういった部分

の関係でございますが，あるいは道路の拡幅や駐車場整備など，敷地の利用が制

限される，あるいは建て替え前と同じ２棟の建設ができなくなる，あるいは同じ

戸数を建設しようとしても容積率がオーバーしてしまう。また，勾配屋根あるい

は高さの制限など景観への配慮，あるいは緑地整備など環境への配慮，こういっ

たものも必要になってまいりますので，実際の計画に当たっては，隣接地との関

係あるいは周辺環境との整合性，こういったものも配慮する必要が生じてまいり

ます。したがいまして，建て替え事業では，現管理戸数が減るということを前提

とした計画が求められることが多くなっております。このイメージの場合は，８

０戸の住宅が４８戸しか建設できないということで，３２戸も減少するという状

況になってございます。 

 そういう意味でいいますと，建て替え目前の住棟では新規の入居を制限する必
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要もあるということから，次に空き家の状況の話になりますが，空き家が生じて

いるというのも実情でございます。 

 次に，その空き家の状況でございます。すみませんが，また６ページに戻って

いただきたいのですが，空き家戸数でございます。 

 公営住宅では１,７９８戸の空き家です。管理戸数に対して９.４％，改良住宅

では８４０戸，１９.９％となっております。このうち公募が可能な戸数は，公営

住宅で１,０９２戸，改良住宅で１６２戸。活用戸数，これは建て替え事業での仮

移転などで対応できる住戸でございますが，公営住宅で１９戸，改良住宅で２４

７戸。建て替えなどを予定していて公募ができない住宅，これは公営住宅で１５

５戸，改良住宅で２９４戸。それから公募不適格な住戸，これは住戸が狭小であ

るとか，あるいは以前に火災があったというふうな住戸でございますが，これが

公営住宅で５３２戸，改良住宅で１３７戸となっております。 

 なお，これらの空き家の状況の数字につきましては，平成２０年４月１日現在

のものでありますが，空き家戸数は入退去によって日々変化しておりますことを

ご了承願いたいと思います。 

 また，公営住宅の空き家公募は，年間６００戸から７００戸実施しております

が，一方の改良住宅では，平成１５年度から一般公募を実施しておりますが，４

団地４１戸を募集したにとどまっております。 

 次に，入居実態に問題があると思われる住戸でございます。 

 これは，入居者台帳に登録され家賃の納入もあるものの，玄関ポストや集合ポ

ストにガムテープが張られているなどの住宅，そういったものの割合でございま

すが，公営住宅で０.８％，改良住宅で２.６％程度認められるという状況でござ

います。 

 次に，家賃の状況でございます。 

 平均家賃月額は，公営住宅で２６,９００円，改良住宅で２３,０００円となっ

ております。これは応能応益家賃制度のもとでは，建設時期が同じで住戸規模や

設備も同じ住戸であれば公営住宅も改良住宅も同じ家賃となりますが，全体とし

て見た場合，改良住宅は浴室がない住戸が多く，家賃算定の基礎となる利便性係

数，これが低いというふうなこと，あるいは平均の住戸面積が狭く規模係数が低

い，あるいは平均の経過年数も長い，そういったようなところから平均的家賃が
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低くなっているものでございます。また，低収入減免の制度において公営住宅と

の格差があることも平均家賃を低くしている要因となっております。 

 次に，家賃の徴収状況でございますが，公営住宅では徴収率９６.９８％，改良

住宅では９５.６８％となっております。 

 家賃の滞納状況でございますが，一番下の欄でございますが，１２月以上の長

期滞納が，公営住宅では３.９％，これに対しまして改良住宅では１３.７％とな

っております。１２月以上の長期滞納者に対する市営住宅の明け渡し等の法的措

置，これにつきましては，公営住宅では昭和５９年度から取り組んでおりますが，

改良住宅では平成１２年度からの実施となっております。平成１２年度に改良住

宅で実施したときは，６０カ月以上の滞納者に対する法的措置を実施しておりま

した。これを徐々に滞納月数の短い者への措置に移行しておりまして，本年度か

らは公営住宅と同じ１２月以上を対象としております。この長期滞納者の取組に

対する時期の違い，そういったものが長期滞納の率に表れているというふうに考

えております。 

 以上，簡単でございますが，公営住宅との比較も含めました改良住宅の現状に

ついてご説明申し上げました。よろしくお願いいたします。 

【新川】 どうもありがとうございました。 

 ただいま，改良住宅の管理・運営，それから建て替えの現状，課題について，

公営住宅一般と比較しながらご説明を賜りました。どうぞ，ご自由にご質問やご

意見をいただければと思います。よろしくお願いいたします。 

 いかがでしょうか。どうぞ，安保先生。 

【安保】 ４ページの「その他」のところに，こういう問題があるという指摘があるんで

すけども，共益費の問題とか店舗の使用料の問題とか家賃減額等の問題とかは，

その資料は今回出していただけるんでしょうか。 

【新川】 いかがでしょうか。４ページのところに問題をいただいておりますが。 

【事務局】 今ご説明させていただきましたのは，公営住宅と改良住宅の違いを中心にご

説明をさせていただきました。ちょっと説明不足というんですか，いわゆるその

他で挙げております適正な共益費の算定と徴収，あるいは住宅内店舗の適切な使

用料設定，家賃の減額に係る公営住宅との差，あるいは駐車場使用料の徴収，実

はこういったもの，個々に課題がございます。今回，申し訳ございません，資料
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を付けさせていただいていないんですけれども，次回のご論議のときに，個別の

課題について論議を深めていただきたいと思っておりまして，その時にはしっか

りした資料を提出させていただきたいと思っております。 

 以上でございます。 

【新川】 ありがとうございました。 

 安保先生，そういう事情のようですが，よろしゅうございますでしょうか。今

ご質問があれば。 

【安保】 今日は建て替えの問題を主にということですかね。 

【新川】 そうですね。制度の違いと，わりと大きな全体像のお話が今日の中心だったか

と思います。 

 そのほか，いかがでしょうか。 

【長谷川】 ３ページの改良住宅の入居実態のところなんですけども，入居実態のない住

宅や目的外使用であると思われる住戸が相当数存在しているということなんです

けども，これ，一応数字を挙げていただいているんですけども，非常に失礼な言

い方ですが，これが正確なのかなというふうなことを直感的に思ったんですけど。 

【事務局】 確かに調べようがなかなかないのが実情で，先ほど説明でもありましたが，

家賃の納入はあるんですが，玄関扉にガムテープが張られている，要するに郵便

物とかが入らないようにされている住戸がある，あるいは１階の集合ポストのと

ころにも張ってある。我々，明らかに空き家として管理しているところについて

は私ども自身がそういう形で整理をしておるんですけども，明らかに入居名義者

もあって，家賃の納入もあるんですが，実際には住んでいらっしゃらないと思わ

れるような住戸，そういったものも何％かあるという状況です。ただ，これは目

視ですので，たまたま長期の入院をされているとかいう方もいらっしゃろうかと

思います。 

 ただ，市営住宅条例では，１カ月以上不在になるような場合は市長に届けなけ

ればならないという形になっておりますので，そういった届け出も出ていないと

いう状況でございます。 

【新川】 ありがとうございました。 

 そのほか，いかがでしょうか。どうぞ，中坊先生。 

【中坊】 改良住宅についても今やっぱり老齢化というのは当然のことでございますので，
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そのときに必要なのは医療機関との連携ではないかと思いますけれども，そういう

視点に基づいて，市当局側はどういうような配慮でなさっておるのでしょうか。 

【新川】 いかがでしょうか。高齢化の度合いや，あるいは福祉や保健医療の観点での考

え方ということについて今ご質問がございましたけれども，何か配慮していただ

いていることがあればお願いしたいと思います。高齢化率のほうはどんな具合で

すか。 

【事務局】 入居者の高齢化率，今，ちょっと手元に資料がございませんので，またお示

しできたらというふうに考えますが，相当に高齢化率が高くなっております。と

いうのは，公営住宅でも高齢者の方で入居を希望される方が多いわけですが，改

良住宅の場合は，基本的には所得要件を問わないというところから，ずっと住ん

でいただいて結構ですという形になっておりますので，若い時からずっとお住ま

いの方が高齢者になられるという率はやはり公営住宅よりも多いんじゃないかと

いうふうに考えております。 

 医療機関との連携等の問題ですけども，市営住宅の建て替え等を図る際にそう

いった部分も，今既にどこかでやっているかというと，なかなかそれはできてい

ないのが実情なんですが，そういったことも検討しながら建て替えを進めていく

状況にもございます。また，国のほうの制度でもそういった施設との連携が必要

だということで，国の制度そのものとしても取組が求められているという状況で

ございまして，これは改良住宅，公営住宅を問わず，やっていく必要があるとい

う形になっております。 

 高齢者の割合でございますが，これは１９年の状況ですが，改良住宅が３０数％，

それから公営住宅で２０数％という，１０％ぐらい差があるということです。 

【新川】 それから，ついでに伺うのですが，建て替え時の考え方として，高齢者の割合

が高いところは高齢世帯向けの対応，バリアフリーですけれど，そちらの考え方

というのは当然出てこようかと思うのですが，この辺はどういう対応になってい

るのでしょうか。 

【事務局】 これまで，中層，いわゆる５階建てまでの市営住宅につきましてはエレベー

ターの設置ができないというのが何年か前まではございました。したがいまして，

バリアフリーがなかなか進まない。後付けでエレベーターを設置するというのは

なかなか難しいもので，なかなか進んでいないというのが実情でございますが，
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最近市営住宅を建て替える際には，３階建てとかいうふうな部分であってもエレ

ベーターを設置する。そのことによって高齢者の方も上層階にまで上がっていた

だけるという状況になってございます。 

 また一方で，既存の市営住宅であっても，後付けでございますけども，エレベ

ーターを設置することによってバリアフリー化を進めるという状況でございます。 

 また，住戸内の段差解消，こういったものにも取り組んでいる状況でございま

す。 

【新川】 ありがとうございました。 

 そのほか。どうぞ，山本委員。 

【山本】 １４ページを見ますと，市営住宅の浴室設置状況のところは，公営住宅と改良

住宅とではドラスティックに比率が違うようですね。公営住宅だと８４％近くが

浴室があって，改良は１５.６％しかない。今説明の中にもありましたように，公

衆浴場があるからということですけれども，鶏が先か卵が先かの論議じゃないけ

れども，これから改良住宅を建て替え云々していくときに，やっぱり浴室は設置

する方向に持っていくということなんでしょうかね。その辺のところはいかがで

すか。 

【事務局】 今建て替えている分につきましては，すべて浴室を設置している状況でござ

います。 

【事務局】 それと，改良住宅に浴室がないというのは，経過的に申し上げますと，やは

り旧同和地区は非常に不良住宅が密集しておって，その環境改善を緊急に大量に

しなければならんと。そういう意味でいうと，戸数をまず大量に確保する必要が

あるということで，そういう意味で平米数が結果的には公営に比べると小さい，

そういうのをより多くつくっていくというのが当時求められておったと，そうい

うような経過もあったかというふうに考えております。 

【新川】 ありがとうございました。 

 どうぞ，中坊先生。 

【中坊】 全く要望ですけれども，今おっしゃったように，やはり浴室の問題が非常に重

要な問題ではないかと思うんですね。現に改良住宅とか住宅というものの問題に

ついては，時代の変化で非常に変化していますね。だから，そういう点を市当局

がよほど考えて，将来に向けてどういうことになっていくんだろうか。私の知っ
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ている限りでは，まず，公営住宅の決定的な位置付けということになってきます

と，まず，ある場所が駅近なんですね。いわゆる公共交通のところとどのように

立地しておるか。それもできれば３分以内というようなところの立地が決定的に

重要であって，まずそういうところから始まって，今言ったような浴室であると

か広さであるとか，そういうようなことが非常にきめ細かく対応されていくこと

が必要である。こういう公の施設になってくるとどうしてもそれが画一性になっ

てきて，それに遅れてしまっているという状況ではないかと思うので，こういう

改良住宅については，特にそういうような点。 

 先ほど言いました医療等の問題，買い物はどこでするかという問題，あるいは

子供のおるところであれば小中学校あるいは保育園との距離の問題であるとか，

そういうようなことが決定的に重要ですから，そういうような諸要素を概念的で

はなしにやはり具体的に考えていただくことが，非常にきめ細かい配慮というも

のが必要ではないか。しかも将来の予測というものをやはり考えていただいて，

それが当たるということでないと具合が悪いと思うので，そういう点を要望して

おきたいと思います。 

【新川】 どうもありがとうございました。ご意見を賜りました。 

 そのほか，いかがでしょうか。山下委員，どうぞ。 

【山下】 今，ちょうどコミュニティセンターのお話があって，今回，改良住宅というこ

とで個別にいろいろとお話をお伺いしながら，ご意見を聞かせていただいている

んですけれども，先ほどのお風呂の設置状況に関しては，改良住宅にないのは，

公共の浴場が各地域にはあったので，それをご利用される方がいらっしゃるから

なかったという背景があるということをお聞きしたんですけども，多分，今後，

この浴場の件も議題に上がってくるかと思うんですが，個別でありながら，おそ

らく地区の１つのまちの在り方といいますか，地域の在り方というところが大き

い状況になるのかなと思います。 

 先ほどのコミュニティセンターも，公に一応開放されているということでした

けれども，やはり地区外の人がなかなか地区の中に入っていけない理由の中には

改良住宅の問題があったり浴場の問題があって，地域的になかなかどうしても足

が，その中に足を踏み込んでいろいろな施設を利用しようということがなかなか

難しい状況があるのかなと思いますので，もし建て替えを今後，４０年以上たっ
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ているところからされるというのであれば，例えば，建て替え後の改良住宅の中

にコミュニティセンターに当たるような集会所を設けるとか，何か１つ，もちろ

ん改良住宅には建て替え後にはお風呂がついていて，公共の浴場の問題も少しそ

こで解決に向かえるような何か１つの方向性が考えられるような建て替えの仕方

というのがあるのかなと思いますので，住居だけの建て替えということでなくて，

その中に例えばコミュニティセンターの問題であったり諸々の問題，浴場の問題

というのも絡んでくるのかなと思いますので，個別でありながら連携していった

考え方もできるのではないかなというふうに思いました。 

 以上です。 

【新川】 むしろ１つのまちとして一体的にいろんな機能をあわせて考えていく必要があ

ろうかということだろうと思います。 

 そのほか，いかがでしょうか。どうぞ，安保さん。 

【安保】 私も建て替えの問題は，公営住宅の問題と違って，改良住宅に入られた方は，

やっぱり自分の土地建物を売られてここに入られて，ここで生まれ育って住んで

いられて，ここで一定のコミュニティをつくっている方であるわけで，そうする

と，基本的にはまちづくりをどうしていくかの問題だと思いますので，そういう

視点も含めて考えていかないと，単に建て替えの問題だけではないのかなという

ふうに考えています。 

【新川】 どうもありがとうございました。 

 いろいろご意見をいただきましたが，今日のところはおおよそ予定をしており

ました時間，そろそろ来ておりますけれども，何かこれだけはということがござ

いましたら。 

 よろしゅうございますでしょうか。 

 改良住宅の問題につきましても，最初に申し上げましたように，まだまだ議論

をしなければならないところがたくさんございます。今日いただきましたご意見

に基づきまして，またご指摘のありました資料等も調整をさせていただいて，次

回，もう少し具体的な議論に入っていきたいと思います。また，今日たくさんい

ただきましたご意見も踏まえて，次回，改めて整理をさせていただくということ

にしたいと思っております。 

 今日のご議論につきましては，とりあえず以上のところで収めさせていただき，
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次回，事務局のほうに資料等お願いをいたしまして，改めて議論をさせていただ

きたいと思いますが，委員の皆様方，よろしゅうございますでしょうか。 

 事務局のほうも，準備方，ひとつよろしくお願いをいたします。 

 それでは，本日の議事に当たる分につきましては以上にさせていただきたいと

思います。 

 「その他」というのがございますが，委員の皆様方から何かご意見がございま

したら。 

 事務局のほうから何かございますでしょうか。 

【事務局】 それでは，いつもと同じ内容でございますけれども，事務局のほうから少し

補足をさせていただきます。 

 本日お手元の配付資料の中に，資料５というのがつけてございます。市民の皆

様からいただいた意見，今回は前回の第３回の研究会のときにご出席いただきま

した方からご意見を頂戴しておりますので，いつものように添付をさせていただ

きました。 

 それから，次回以降の研究会についてでございますけれども，前回の総点検委

員会のときにご説明申し上げましたように，８月につきましては，今回を含めま

して，もう一度総点検委員会を開催させていただきたいという方向で調整してご

ざいます。原則どおりでいきますと，第３水曜日ということで，そのあたりを中

心に，今，既に日程調整をお願いしておりますけれども，早急に日程を確定させ

ていただきまして開催させていただきたいと思っております。 

 それから，本日から議題に入っておりますコミュニティセンターの在り方，改

良住宅の管理・運営及び建て替えの在り方につきましては，資料がまだ出し切れ

ていない部分もございますということと，非常に過密なスケジュールで盛りだく

さんの検討をお願いしておりまして，今日もいくつかご質問を頂戴しております

けれども，十分な時間がとれない関係で，また質問し切れていないということも

あろうかと思います。個々に質問がございましたら，どうぞ，委員長を通じてで

も事務局へ直接でも結構ですので，お問い合わせなり資料の要求なりをいただき

ましたら，それぞれいただいたご質問，資料につきましても，全員の委員の皆様

に還元できるような形で準備をさせていただきたいと思いますので，ちょっと過

密なスケジュールの中で，我々事務局としても精一杯その辺は努力させていただ
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きますので，よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

【新川】 どうもありがとうございました。 

 以上，今後の進め方等々，事務局からもございましたが，今月，お忙しいとこ

ろ恐縮ですが，もう一度総点検委員会を開かせていただきたいと考えてございま

すので，よろしくお願いをいたしたいと思います。よろしゅうございますでしょ

うか。 

 それでは，長い時間にわたりましてご協力をいただき，熱心にご審議をいただ

きました。本当にありがとうございました。 

 以上をもちまして，第５回京都市同和行政終結後の行政の在り方総点検委員会

を終えさせていただきます。 

 どうも，長い時間ご協力ありがとうございました。 

── 了 ── 

 


